
NTT技術ジャーナル　2020.518

NTTグループの環境エネルギーへの取り組み

日本を取り巻くエネルギー課題

限りあるエネルギー資源を今後どの
ように利用するかは世界中で課題と
なっており，ここ数年で情勢が大きく
変化しています．特に日本を取り巻く
エネルギー課題は，主に以下の 3 つが
あげられます．

①　国際的な環境の枠組みへの対応
（パリ協定など）

②　エネルギーセキュリティ（海外
へのエネルギー依存度の低減）

③　エネルギーにおける国土強靭化
（災害に強いインフラ）

まず，日本の一次エネルギーの供給
構成比率を図 1 に示します（1）．一次エ

ネルギーとは人が利用するエネルギー
のうち，石炭，石油，天然ガス，水力，
原子力，風力，地熱，太陽エネルギー
など自然から直接採取されるエネル
ギーです．日本では東日本大震災以降
の原子力発電稼働低減により化石燃料
への依存が高くなり，約90%を石炭，
石油，LNGによって賄っています．
化石燃料を用いるとCO2排出量も多く
なり，①の環境の枠組みへの対応が難
しい状況となっています．

次に一次エネルギーの自給率につい
て図 2 に示します．世界の各国と比較
すると，自国のエネルギー使用量が多
いが資源が乏しい日本の自給率は10 
%以下です．国際的有事の際や将来的

な資源枯渇時に一次エネルギー源を集
めることが困難となり，動力や電力不
足が発生すると想定されます．さらに，
昨年の北海道や千葉で発生したブラッ
クアウト＊ 1 や長期間停電など災害時
に発生する電力供給の喪失を防ぐ必要
があります．

これらの解決に向けて，日本全体の
使用電力における再生可能エネルギー
の割合を高めてCO2排出量低減とエネ
ルギー自給率の向上を両立が必要であ
ると考えます．

NTTグループにおける 
エネルギー事業とその研究開発

NTTグループは日本の約 1 %の電
力を消費しており，エネルギー利用に
ついて大きな責任を持っています．ま
た，環境 ・ エネルギーに関する社会的
課題の解決に取り組むため，グループ
の保有する既存の電話局や基盤設備，
直流送配電や蓄電等のノウハウおよび
ICTプラットフォームを組み合わせた

「スマートエネルギー事業」（2）を展開す
ることを目的とし，エネルギー事業に
かかわるNTTグループの統括会社と

直流送配電技術 仮想エネルギー流通基盤技術 IOWN

図 1 　日本の一次エネルギー国内供給構成（2017年度）
出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー 2018」より作成
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＊1	 ブラックアウト：地震や津波等の大災害時
に発電所や送電線などが大きな被害を受け
て，一瞬にして電力供給がなくなる状態．

エネルギーの将来技術

エネルギーに関する事情は急激に変化しており，NTTグループでもその
対応を進めています．それらに寄与するためNTTネットワーク基盤技術研
究所では，エネルギー流通に関する研究を開始し，再生可能エネルギーを
活用しつつ商用電力と同等の品質を維持して給電する電力サービス提供に
向けた研究開発を進めています．本稿ではその概要と将来のエネルギー事
業の推進について紹介します．
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して，2019年 6 月にNTTアノードエ
ナジーが設立されました．NTTアノー
ドエナジーの事業内容を図 3 に示し
ます．今後NTTグループではグリー
ン電力発電事業，バックアップ電源事
業，および電力小売事業などエネル

ギー事業に幅広く参入し，自社のエネ
ルギーだけでなく他社への販売 ・ サー
ビスを実施する計画を立てています．
また，太陽光発電 ・ 風力などの再生可
能エネルギー，蓄電池，電気自動車

（EV）関連など分散エネルギー基盤へ

の投資も積極的に行うことも予定され
ています．

次にNTTネットワーク基盤技術研
究所で行っているエネルギー分野の研
究開発について紹介します． 

NTTのエネルギー研究

NTTのエネルギー研究の概要を図
4 に示します．私たちは研究の方針と
して，日本のエネルギー課題および
NTTグループのエネルギー事業拡大
への貢献のため，直流技術や微小エネ
ルギーを最大活用し，災害等による長
時間停電でのネットワークと生活持続
可能なシステム構築をめざします．

具体的には再生可能エネルギーを無
駄なく使いこなし，かつ地域のエネル
ギー融通とレジリエンスを実現する

「次世代マイクログリッド基盤技術」，
日本全国に点在する数十万台レベルの
電力リソースを監視 ・ 計測 ・ 制御し，
現在他事業者でも実現できていない数
秒以内に応動する数100 MWクラスの

図 2 　主要国の一次エネルギー自給率（2017年度）
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出典：資源エネルギー庁「日本のエネルギー 2018」より作成

図 3 　NTTアノードエナジーの事業内容

多拠点をコミュニティ化・
地域レジリエンス強化

クリーン電力
コミュニティ形成

リソース集約・需給調整

VPP（仮想発電所）事業

地産地消電源・
環境価値活用

クリーン電力
発電事業

エネルギーマネジメント
システム（EMS）

EV充電環境の整備・
エネルギーデータプラットフォーム提供

新サービス事業

バックアップ電源事業

環境価値のあるエネルギー提供
売上規模：6000億円

（2025）

電力小売事業

5つの事業を展開（B2B2Xモデル）

オフィスビル

病院

工場 公共施設 水力発電
地熱発電

バイオマス発電

風力発電
太陽光発電NTTビル

EV



NTT技術ジャーナル　2020.520

NTTグループの環境エネルギーへの取り組み

仮想発電機能を有する「仮想エネル
ギー流通基盤技術」，場所や状況によ
る制限がない通信を実現する「微小エ
ネルギー活用技術」などの研究開発に
取り組んでいます． 

■次世代マイクログリッド基盤技術
次世代マイクログリッド＊ 2 とは，

地域におけるエネルギーの自給自足を
促進し自治体 ・ 企業のBCPを支援す
るため，直流技術を段階的かつ安全に
導入することで，低コスト ・ シンプル

な地域マイクログリッドです．次世代
マイクログリッドについて図 5 に示
します．このグリッドではNTT通信
ビルの蓄電池などのアセットを活か
し，グリッド内で電力を融通します．
またグリッド内の再生可能エネルギー
や蓄電池で出力される直流電力と商用
電力の双方の利点を備えて電力融通す
る直交流連系型のマイクログリッドの
構築をめざしています．そこで，まず
直交流連系をするために重要な要素で
ある直流送配電システムのアーキテク
チャ，および直流送配電の電気安全を
確保するための研究開発に取り組み
ます．

（1）　直交流連系型のマイクログ
リッドアーキテクチャ

直交流連系型マイクログリッドの
アーキテクチャを検討するため，直流
配電線，蓄電池，パワーコンディショ
ナ，電力変換装置等の特性を考慮し，
各構成要素の応動速度や需要変動特性
を考慮した負荷分担制御技術および電

図 4 　エネルギー研究概要

EV
EV

再エネ

蓄電池

IoT AI ブロック
チェーン セキュリティ

NTTが取り組むスマートエネルギー事業へ展開

次世代マイクログリッド基盤
直交流連系型のマイクログリッドアーキテクチャを確立し，
安全な中距離の直流配電や，交流系統への安定した連系を実現

次世代マイクログリッド基盤・仮想エネルギー流通基盤

電力会社 再エネ・スマートシティ事業者 脱炭素推進企業 MaaS事業者

仮想エネルギー流通基盤
準リアルタイムで需給を予測し，kW単位での追従制御を実現

直流エリア
グリッド 交流系統

図 5 　次世代マイクログリッド
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＊2	 マイクログリッド：既存の大規模発電所か
らの送電電力にほとんど依存せずに，エネ
ルギー供給源と消費施設を持つ小規模なエ
ネルギー・ネットワーク．
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力融通制御技術を確立するなど，任意
のエリアの需給者間で電力融通するた
めの技術に取り組んでいます．また将
来の革新的な情報通信ネットワークの
アーキテクチャおよび近年の気候変動
による商用電源信頼性の変化を考慮
し，必要十分な安定性を備えたマイク
ログリッドアーキテクチャを確立する
ため，信頼度とTCO（Total Cost of 
Ownership）＊ 3 のバランス最適化方法
を検討します．

（2）　直流送配電の電気安全技術
屋外への配電を想定した直流送配電

システムでは，雷によるサージ電流 ・
電圧の影響を受ける可能性が高いため
対策が必要です．また直流送配電シス
テムの経年劣化や不慮の事故の際，漏

電が発生することも考慮する必要があ
ります．このため直流送配電の電気安
全技術として，実際のビルに検証シス
テムを構築 ・ データ取得し，直撃 ・ 誘
導雷への対策技術，想定されるトポロ
ジーでの事故点検出技術の確立をめざ
しています．
■仮想エネルギー流通基盤技術

仮想エネルギー流通基盤とは，人や
街の活動と再生可能エネルギーの調和
による脱炭素社会実現に貢献するた
め，全国規模の物理的エネルギーリ
ソースと仮想的な発電 ・ 需要リソース
を連携 ・ 制御するためのエネルギープ
ラットフォームで，大手電力会社の送
配電網の電力品質を維持しつつ再生可
能エネルギー供給を受け入れるための

基盤システムです．仮想エネルギー流
通基盤について図 ₆ に示します．再生
可能エネルギーによる発電量は気象状
況などにより急激に変化するため，基
盤内の蓄電 ・ 需要リソースの最適制御
を行う大規模高速応動VPP（Virtual 
Power Plant）＊ ₄ 制御技術により電力
品質を維持することをめざします．ま
た需要量についても人流 ・ 物流や大規
模イベントなどを考慮して予測する高
精度需要予測技術に取り組んでいます．

人流・物流や大規模イベント
を考慮した変動予測

蓄電・需要リソースの
応動特性を考慮した
需要成型，および，
周波数調整（GF制御）

蓄電池

GF：Governor-free（周波数変動に応動させる運転）
PV：Photovoltaic（太陽光発電）

仮想蓄電リソース

Physical

Cyber

PV
風力発電

図 6 　仮想エネルギー流通基盤
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＊3	 TCO：機器やソフトウェア，システムなど
の入手，導入から使用終了，廃棄に至るま
でにかかる費用の総額．

＊4	 VPP：需要家側エネルギーリソース，電力
系統に直接接続されている発電設備，蓄電
設備の保有者もしくは第三者が，そのエネ
ルギーリソースを制御することで，発電所
と同等の機能を提供すること．
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（1）　大規模高速応動VPP制御技術
瞬時変化する再生可能エネルギーや

蓄電池などの創蓄エネ機器群の入出力
特性のモデリングと，ネットワーク装
置等の電力需要群の入出力特性のモデ
リングから，瞬時に電力リソースの最
適配分と制御を行う技術の確立をめざ
します．また全国規模の超高速ネット
ワークで連携して数100 MWの規模と
電力品質制御にも対応できる応動性能
を備えたVPPを構成する技術も検討
します．

（2）　統合的エネルギー需給調整技術
さまざまな特性の電源や複数の需要

家ポリシーに基づき，多様な要求タイ
ミング ・ 複合的な要求価値と調達可能
な電力とを照らし合わせて要求レベル
の最適化と需給マッチングを行い，数
十万台の需給機器に対応できる大規模
P2P電力取引技術の確立をめざします．

（3）　準リアルタイム需給予測技術
従来の気象情報を基にした太陽光発

電 ・ 風力発電予測や電力エリアごとの
需要予測を高精度化することに加え，
NTTグループが保有する人流 ・ 物流
データや社会的イベントの影響，EV
等の要因によるローカルな需給変動ま
で準リアルタイムで予測する技術の確
立をめざします．
■微小エネルギー活用技術

微小エネルギー活用技術では，周囲
にある微小なエネルギー（光，圧力等）
から微小電力に取り出して蓄積し，あ
る程度の量になったら使用する「鹿威
し」のようなシステムを検討していま
す．例えば，環境エネルギー問題の解
決手段の 1 つとして，植物の光合成を
模して，太陽光から有用物質を生成す
る人工光合成技術に取り組んでいま
す．本技術の確立に向け，これまで情
報通信分野を支えてきた半導体成長技

術や触媒技術を活用して，進めてい
ます．

（1）　光エネルギー高効率利用技術
オールフォトニクス ・ ネットワーク

におけるレジリエンスの向上を目的
に，微小エネルギーである光エネル
ギーを可能な限り高効率で安全に利用
する技術を検討しています．通信とと
もに伝送された光エネルギーを分離
し，他のエネルギー形態へ変換し，停
電時における使用条件を考慮して効率
的に利用するための基礎的技術を研究
します．

（2）　微小創蓄エネ技術
振動や熱，静電気等の身の回りにあ

る微小エネルギーを取り出し，密度を
上げる微小創エネに関する基礎研究を
行います．微小創エネ技術を利用し，
エネルギーを人体に纏うための微小蓄
エネ技術の研究を行います．衣類やベ
ルト，メガネ，端末等の装具を活用し
たエネルギー蓄積 ・ 放出技術の研究開
発を実施します．
■IOWNについて

前述の研究開発において，エネル
ギーリソースの制御やオペレーション
には高速，低遅延で高機能なネット
ワークが必須となります．現在NTT
では新たな世界を実現するIOWN

（Innovative Optical and Wireless 
Network）構想を提案し，その実現に
向けて取り組んでいます（3）． IOWN
はネットワークだけでなく端末処理ま
で光化する「オールフォトニクス ・
ネットワーク」，サイバー空間上でモ
ノやヒトどうしの高度かつリアルタイ
ムなインタラクションを可能とする

「デジタルツインコンピューティン
グ」，それらを含むさまざまなICTリ
ソースを効率的に配備する「コグニ
ティブ ・ ファウンデーションⓇ」の 3

つで構成されます．
大規模高速応動VPP制御で電力品

質を維持するためには，エネルギーリ
ソースの状態を常にリアルタイムで把
握して制御するため，高速で低遅延で
通信を行う必要があります．また数
百万，数千万のエネルギーリソースを
制御するためのオペレーションシステ
ムも今までより格段に高機能なものが
必要となります．このためエネルギー
研究ではIOWNの重要なユースケース
としてエネルギーシステムの要件を検
討し，新しいネットワークへの実装を
めざします．

今後の展開

今後もNTTグループ各社と連携し，
エネルギー事業拡大に貢献する研究開
発を進めていきます．

■参考文献
（1） https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/
（2） https://www.ntt-ae.co.jp/pdf/press20191112.pdf
（3） https://www.ntt.co.jp/about/r_d02.html

（左から） 加藤　  潤/ 高田  英俊

NTTグループだからこそ実現できるエネ
ルギー×ICTの技術創出で，人と街と自然が
調和する世界の実現に貢献していきます．

◆問い合わせ先
NTTネットワーク基盤技術研究所
	 環境基盤プロジェクト
TEL	 0422-59-3822
E-mail　nt-kensui-ml hco.ntt.co.jp


